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Abstract

　　The　aim 　of 　thig　paper 　is　to　consider 　appropriate 　directions　for　education 　policy

in　Japan 　in　the　light　of 　economics ，　and 　particularly　in　fbreign　language 　education ．

In　Japan ，　 of 　foreign　languages 　taught 　 in　schools ，　 English　has 　been

overwhelmingly 　 predominant ，　 but　 in　 the 　 present 　 discussion
，
　 fbreign　 language

edu （…ation 　 also 　 indudes 　 education 　in　languages 　 other 　than 　 English．　 The 　paper

first　 outlines 　 the　 historical　 background 　 of 　fbreign　 language 　 education 　 refbrm ．

Second
，
　it　considers 　apPropriate 　directions　fbr　language　educa もion　policy　in　Japan ，

in　the 　light　of 　globalization，
　introducing 　several 　unresolved 　issues　 revealed 　by　a

questionnaire 　 survey 　 concerning 　 attitudes 　 towards　 fbreign　 language　 education

given 　to　such 　groups 　as 　research 　centers ．　 Finally，　the　paper 　discusses　the

relationship 　 between　 the　 enhancement 　 of　 Japan ’
s　 economic 　 interests　 and 　 the

demand 　fbr　fbreign　language　education 　considered 　important ．
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1 ．は じ あに

　　日本 の 将来 を 見据 え て 、近年 、外 国語 教育に 関す る 議 論 が活 発 に な され て い る。政

治 、 経済 、 文 化 、 そ して 情報系 シ ス テ ム な どの 面 で 、海 外 の 国 々 、地域 の 人 々 と交 流

す る機 会 が 歴 史上 か つ て こ れ ま で な い ほ ど に 増加 して き て い る時 代 に我 々 は い る と言

え よ う 。 もち ろ ん 、人 と人 との コ ミ ュ ニ ケーシ ョ ン の 場 で は 、媒 介 とな る 言 語 が 必 要

とな っ て く る 。 そ の 言語 と して は、現 在 、英 語 が 圧 倒 的な地位 に あ り、学校 教育 に お

け る 外 国 語教科 の 言 語 種 の 中 で も英語 は 主流 とな っ て い る 。

　　しか し 、 中学校 ・高等 学校 ・大学 の 教育段 階で 、 最低 で も 6 年 間 、 英語 を学 ん で き
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た に もか か わ らず、そ の 英 語能力 の 面 に お い て 、 日本 は 世 界 の 様 々 な国 々 の 学習 者 の

レ ベ ル と比 較 した 場 合決 して 芳 しい と は 言 え な い 状 況 で あ る と い う論調は 、 各 マ ス メ

デ ィ ア を通 した 報道 で よ く知 られ て い る 。
こ の よ うな現 状 を改 善す る べ く、終戦後 か

ら今 日 に 至 る ま で 、時 宜 に 応 じた 策が 講 じ られ て きた が 、早 急 な奏 効 が み られ な い と

言 われ続 けて い る 中 、 平 成 14 年 に な っ て 抜本的 な改 革 を 目的 と し た 「『英 語が 使 え る

日本 人』 の 育成 の た め の 戦 略構 想 」 が 文部 科 学省 か ら発表 され た 。 外 国語 教育政策 ひ

い て は言 語政 策 は 、 あ る 特 定 の 言 語使 用 、 標 準化 、 移 民 （在住外 国 人 ） の 言 語 、 経済

の グ ロ
ーバ ル 化 、 コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 技 術 、そ し て 国 際 関係 な ど の 、 様 々 な きわ め て

複雑 か つ 難 し い 問題 と大 き な 関わ りを 持 つ もの で あ る （Christ，1997）。

　本 稿 は 、英 語教 育 の 近年 の 動 向 に 関 し て 英語 以 外 の 言 語 を も含 め た よ り大 きな 視点

か ら外 国 語教 育を 捉 え 、今 後 の 英語 教 育の 改革 に 向 け て さ らに 必 要 と され る視点 を探

る こ とを 目的 とす る。外 国 語 教 育の 在 り方 を探 る に は 、様 々 な ア プ ロ ーチ の 仕 方 が あ

る が 、
こ こ で は 主 と し て 経 済的側 面か ら の ア プ ロ

ー
チ を試 み る 。

2 ． 「『英 語が 使 え る 日本 人』 の 育成 の た め の 戦略構 想 」 の 背景

　 平成 14 年 7 月 12 日 に 文 部科学省か ら発 表 され た 「『英語 が 使 え る 日本人 』の 育成 の

た め の 戦 略構 想 」 は 、こ れ か らの 日本 人 の 英語 に よ る コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 能 力 の 飛躍

的 向上 が 急務で あ る と し て 、こ れ ま で の 英語教育を 反 省 し、 日 本人 に 対す る 英語 教育

を抜 本 的 に 改 善す る 目的 で 策 定 され た もの で あ る 。 そ して 、 こ の 目標 達成 の た めの 政

策課題 と して 「英 語 教員 の 質 を高 め る こ と」 「外 国 人教 員 の 活 用 を促 進 」 「英 語の 学習

意 欲 の 高 揚」 「小学校 の 英語教 育の 充 実」 が挙 げ られ て い る 。 主 な行 動 計画 は 以 下の 通

りとな っ て い る （表 1）。

表 L 「 『英 語が 使 え る 日 本 人 』 の 育成の た め の 主 な施策 （行動 計 画 ）」

英語 教 員 の 資質 向 上 の た め の 破 修 5 力 年 計 画 で 中 ・高 の 全 英 語 教 員 6 万 人 に 対 し 、集 中 的 な 研 修 を 実 施

大学 院 修 学 休 養 制 度 を 活 用 し た

英語 教 員 海 外 研 修 の 調 査 研 究
授業 料 の 2 分 の 1 を 支援 （100 人 ）等

教 職 員 派 遣 研 修 （英 語 担 当 派 遣 ）
英語 教 員 を 英 語 圏 の 大 学 等 に 派遣 し、研 修 を 実 施 。
6 カ 月 派 遣 85 人 、12 カ 月 派 遣 15 人 ．2 カ 月 派 遣 200 人 （新 規 ）

ス
ーパ ー・

イ ン グ リ ッ シ ュ
・

ラ ン ゲージ ・
ハ イ ス ク

ー
ル 研 究 開 発 校 弖6 校 → 58 校 （指 定期 間 3 力 年 ）

高 校 生 の 留 学 促 進 1，000 人 の 留 学 に 対 す る 渡 航 費 補 助 等

外 国 人 との ふ れ あ い 推進 事 業 英 会 話等 の 交 流 を実 施 す る 学校 等への 支援 100 カ 所

英 語 教 育 に関 す る研 究 グル
ープの 設置 等

（資料 ： 文部科 学省 ）
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こ れ ら行 動計画 の 中で も 、 と りわ け英語 教 員 の 資質 向上 の た め の 研 修 、 教 職 員派 遣研

修 （英 語 担 当 派遣 ）、 高校 生の 留学促 進 、外 国 入 と の ふ れ あ い 推薦事 業に は 、平成 15

年 度 で 多 くの 予算概 算要 求が 示 され て い る 。 そ して 、英 語 教育 を重 点 的に 行 う学 校 が

ス ーパ ー ・ラ ン ゲー ジ ・ハ イ ス ク
ー

ル と し て 指 定 され 、ま た 英 語 教 育 を 重視 した カ リ

キ ュ ラ ム の 開 発、
一

部 の 教科 を英 語 に よ っ て 行 う教 育な どに 関す る 実践研 究が行 われ

る こ とに な っ て お り、今後 の 動向 が 注 目 され て い る 。

　こ こ で 着 目す べ きは 、
こ の 「戦略構 想」 は 、そ れ に 先立 ち 6 月 25 日に 閣議決 定 され

た 「経 済財 政 運営 と構 造改 革 に 関す る基 本 方針 2002」 と 大 き く関係 し て い る こ と で あ

る 。 こ の 「基 本方 針 2002」 で は 、経 済 活性 化 戦 略 と し て 6 つ の 戦 略 と 30 の ア ク シ ョ

ン プ ロ グ ラ ム が 掲 げ られ て い る。そ の 6 つ の 戦略 の
一

つ に 「人 間 的戦 略 」 が あ り、そ

こ で 、文部 科 学省 は 「英 語 が使 え る 日本人 」 の 育成 を 目指 し、平成 14 年 度中に 英語 教

育 の 改善 の た め の 行 動 計画 を と りま とめ る 旨が 謳 わ れ た 。 経済界で は バ ブル 崩 壊 後 、

産 業競争力 が大 幅 に 低 下 し た こ とか ら、 こ とに 近年 、 経済構 造 改革 の 推 進 と 日 本 の 経

済社 会 の 活性 化 が積 極的 に 図 られ て い る 。 経済 の 活 性 化 に 向 けて は 、構 造 改 革な ど の

様 々 な方 策 を講 じ る こ とは も ちろん の こ と、最 も肝 要 な こ と は 、人 間 力 を高 め 、 十 分

な 個性 や 能 力 を発 揮 す る こ とが で き る 人材 の 育成で あ る との 捉 え られ 方 が こ の 「基 本

方針 2002」 か ら読 み 取れ る。 そ し て 、こ の 中 の （1 ） 「人 間 力 戦略 」 で は 、経 済成 長

は 結局 は 「人 」 に 依存す る と し て 、「人 間 力向上 の た めに 、
一人一人 の 基 礎 的能 力 を引

き上 げ る と共 に 、世 界 に 誇 る専門性 、 多様 性 あ る 人 材 を育 成 し、国 と し て の 知識 創造

力 を 向上 させ る 」 （『経済財 政運 営 と構 造 改革 に関す る基 本 方針 2002 』，2002 ：5） と し

て い る 。 そ し て 、 こ の 「人 間力 戦 略 」 の 中の 「個性 あ る 人 間教 育」 で 示 され て い る よ

うに、文 部科 学 省 が 「英 語 が 使 え る 日本人 」 の 育成 を 目指 し 、上 記 の よ うな具 体的 な

行 動 計 画 を と りま とめ る に 至 っ た の で あ る 。 つ ま り、 こ れ か ら の グ n 一 バ ル 社 会 に お

け る熾 烈 な経 済 競争 で 生 き抜 い て い く た め に 、知的創 造 力 を持 つ 人材 の 育成 の た め の

方策 の
一

つ と し て 、まず は 英 語 教 育の 改善 を 図 る こ と と な っ た 。 世界 の 様 々 な場 面 で

コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン 能力 を十分に 生 か す こ とが で き る 人材 の 育成 を戦略 と い うき わ め

て ア ピ ー
ル 度 の 高い 用 語 を用 い て 発 表 し た こ と に な る。

　 英 語 教 育を 中心 と した 外 国語教 育の 方針 は 、 遡 れ ば 、 昭 和 59 年 8 月 8 日 に 交付 され

た 「臨時 教育審議会 法」 に 基 づ き 、当時 の 中 曽根 内 閣 に 設 置 され た 教 育改 革の た め の

審議 会 で あ る 臨時 教 育審 議会 （以 下、臨 教審 ） に よ る答 申の 流れ の 延 長線 E に あ る と

言 え よ う 。 第 四 次 答 申 で は 、外 国語 とく に 英語 の 教 育にお い て は 、広 く コ ミ ュ ニ ケ
ー
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シ ョ ン を図 る た め の 国 際通 用 語 習得 の 側 面 に 重 点 を置 く必 要 が あ り、英語 教育の 在 り

方 に つ い て 基本 的 に 見 直す 旨の 改 善 の 方 針 が 出 され て い る 。 市川 （1997＞に よれ ば、

こ の 臨 教審の 目指す 改革 は 、 産 業界に よ る 経済 自由化の 要求 を反 映 した もの で あ り、

学 校教 育の 効 率化に よ り学力 を 向上 させ 、国 際経済競争力 を 強化 させ る こ とを 目指 し

た もの と して い る 。 こ の 臨教審の 提言 は そ の 後の 1980 年代 で は か た ち と し て は さほ ど

反 映 され た もの に は な らなか っ たが 、 こ こ で の 審議 は新 保 守主 義
（1 ）

の 理 論 に基 づ い

た もの で あ り 、
「教 育 の 自由化 」 が 明 確 に 打 ち 出 され 、 今 日 の 教 育政 策 に 至 っ て い る 。

そ して 、 こ の 「教 育 の 自由化 j とは 、規 制 の 撤廃 、市 場 メ カ ニ ズ ム へ の 転換 を意味 し

て い た 。

　 そ の 後 、 教 育改革 の 動 き と し て は 、 第 15 期 中 央教 育審議 会第 一次答 申、第 16 期中

央 審議 会 第 二 次 答 申 へ とつ な が っ て い く。前者 の 「21 世紀 を 展 望 し た わ が 国 の 教育

の 在 り方 に つ い て （1996 年 7 月 ）」 の 「第 3 部 　国際化 、情報 化 、科 学技 術 の 発 展等

社会 の 変 化 に対 応す る教 育 の 在 り方」 の 「第 2 章 　国際化 と教育」 の 中の 〈外 国 語教

育 の 改 善〉 を見 る と、「中学校 ・高 等学 校 に お け る 外国 語教 育 の 改善 」 で は 、 今 後 の 国

際化 の 進 展 を 考 え る と さ ら に 増加 す る 国 際 交流 、国 際貢 献の 手段 と して 外 国語 の 重要

性 は 高ま る と して 、 リ ス ニ ン グや ス ピ ー
キ ン グな ど の コ ミ ュ ニ ケ

ー シ ョ ン 能 力 の 育成

を重視 す る方 向で の 改善 を図 る必要 性 が 述 べ られ て い る。

　 そ し て 、「小 学校 に お け る外国 語教育の 扱い 1 に は 「小 学校に お け る外 国語教育 に つ

い て は 、…　 国 際理 解教 育 の 一環 と して 、『総合 的 な学 習 の 時 間』を活用 した り、…

子 ど も達 に 外 国語 、例 え ば 英会 話 等 に 触 れ る機 会 や 、外 国 の 生 活 ・文 化 な ど に慣 れ 親

しむ 機会 を持 たせ る こ とが で きる よ うに す る こ とが 適 当で あ る … 　 。」 と あ る 。 文 部

科 学 省 が 行 っ た 「平成 14 年 度公 立 小 ・中学校 に お け る教育課 程 の 編成状況 等 の 調査 結

果 亅 に よ る と、2002 年 4 月 、小 ・中学校 に 本 格 的 に 導入 され た 「総 合的 な学 習 の 時 間」

で 、公 立 小 学校 の 過 半数 が 英会話 を 実施 し て い る と い う （文 部科 学省 ，
2003 ）。

　 しか し 、 前 述 の 「中学 校 ・高等 学校 に お け る 外 国 語 教育 の 改 善］ の 中で 、「中学 校 ・

高 等 学校 の 外 国 語教 育は 、現 在、圧倒 的 に 英 語教育 と な っ て い る が、こ れ か らの 国 際

化 の 進展 を考 え る と き 、 生 徒が様 々 な 言語 に 触 れ る こ とは 極 め て 意 義 の あ る こ と で あ

り、多 くの 外 国語 に 触れ る こ とがで き る よ うな配慮 が 必 要 と され る」 と い う文言 は 注

目に値 す る もの で あ り、 こ こ で 付 け加 え て お く。

　一ヒ記 の よ うな経 緯 か ら 、
こ の た び 発 表 され た 「『英語 が 使 え る 日本 人 』の 育成の た め

の 戦 略 構 想」 の 下 、 英語 教 育 改革 に 向 けて 積極 的 な具 現化 へ の 試 み が 着手 され 始 め た
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と言 え る で あろ う。 こ の 戦略構 想に 先立 っ て は 、「英語 教育改革 に 関す る 懇 談会」 が 開

催 され て い る。 こ れ は平成 14 年 1 月 21 日を 皮切 り に 、 以後 、 約 1 ヶ 月 に 1 回 ず つ の

割合 で 計 5 回 開催 され た 。 国 民 の 英語 に よ る コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能 力 の 飛 躍的 な 向上

を 目指 し て
、 教 育制 度 、教 育課 程等 に 関 わ る も の を 含 め 、 具体 的 な推進 方策 に 関す る

意見 を 聴 く こ と を 目的 と し 、 出席す る 委員 は 固 定せ ず 、毎 回 違 っ た 分 野 の 各界有識 者

と 目 され る 人 が招 か れ た。 メ ン バ ーを見 る と、教育関係者 の 他 に 、大 手 企 業 を始 め と

して 、仕 事上 、英 語 と関 わ る機 会 が 多い と思 わ れ る 人 々 で あ る 。

　 こ の よ うに 、 政財界 に よ る経済の 活 性 化 の 標 榜 と教育 改革 と に は 少 なか らず 関係 が

あ る と考 え られ る。 こ れ ま で 経 済 あ る い は 教育に 関す る 様 々 な議 論 の 中で 「国 際化 、

あ る い は グ ロ
ーバ ル 化 へ の 対応 」 な る 表 現 が 多 々 見 られ る が 、 こ れ は 現 状 追随 型 の 教

育 改 革 ある い は 外 国語 教 育 改革 へ と つ な が りか ね な い と い う見 方 もで き る の で は ない

だ ろ うか 。 もち ろん 、世 界 情勢が 刻 々 と変化 する 状況 下 で 、 日本 人 の 英 語能 力 を 早急

に 向上 させ る施策 を 講 じ る 必 要 は あ る 。 しか し 、
こ と学校 教 育 に お け る外 国語 教育に

つ い て 外 国語 教育 政 策 の 視 点 で 捉 え なお す 場 合 、当面 す る市場 の 動向 へ の 対応 だ けで

は な く、教 育改革 が 社会変革 を もた ら し 、 結 果 と し て 経 済社 会 の 活性 化 に 結び つ くと

い う発 想 が 求 め られ る の で は な い か と考え る 。

　 した が っ て 、英語 教育の 改善あ る い は 改革 を行 っ て い く上 で こ れ ま で 議 論 され て き

た こ と に加 え て 、 さ ら に必 要 と され る 視点 、あ る い は考慮す べ き点 に つ い て 「日 本 の

国 際化」 と 「外 国語 教 育 の 在 り方 」 と を 関連付け なが ら考 察 をす す め る。

3 ．「日本 の 国 際化 と外 国語 教 育 の 在 り方 」 に 関す る 意識 調査

　上 記 を踏 ま え て 、 次 に 、 経 済 関連 の 人 々 の 「外 国 語 教 育」 に 関す る意 識 調 査 （1998

年 9 月 か ら調査を開始 し、1999年 3月まで に 回収）の 結 果 を 示 す 。 こ の 調 査 の 目的 は 、経 済 関

連 団体 に 所 属す る人 々 の 「外 国語 教育」 に 対 す る 意識 を 明 らか に し 、今後 の 日本 に お

け る 外 国語 教 育 の 在 り方 を考 え る に あた り、 さ ら に 求め られ る 視点 ・方策 に つ い て 探

る こ と で あ る 。

調 査 対象 ： 経済関連団 体

調査 方 法 ： ア ン ケ
ー

ト調査 （503 団体 の うち 224 団 体か ら回 答 を得 た　有 効 回 答 率

44 ，5％ ）

分析 方 法 ： 「日本 の 国 際化 と外 国語教 育の 在 り方」 に 関 し て 持 ち 込 む 質問 を 17 項 目 と

判 断 し、因子分 析 を 施 した 。質問形 式 は 、質問 に 対 して 　 5 ．「とて もそ う思 う」　 4 ．
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「や や そ う思 う」　 3 ．「どち ら と も言 え な い 」　 2 ．「あ ま りそ う思わ な い 亅　 1 ．「全

くそ う思 わ な い 」に よ る 5 段 階評 定 で 回答す る か た ちの も の で あ る 。 回 答に 関して は 、

統 計 ソ フ ト SPSS （11．0 版） を 用 い て 因 子 分析 を行 っ た。 主成 分分析 にお い て 固有値

1 以上 の 因子 を抽 出 し 、 ス ク リ
ープ ロ ッ トを 参 照 した 上 で 因子 数 を決 定 し 、 主因 子 法

に よ る 分析 を施 し、 さ らに バ リマ ッ ク ス 法 に よ る 回 転 を施 し結果を 出 した （累積寄与

率 50．5％）c2 〕
。 結果 は 、以下 の 通 りで あ る （表 2）。

表 2 ．因子 分析 の 結 果

因 子 負荷 量 寄与率 共 通 性

因 子 1 グ ロ ーバ ル な視 野 12 ，90 ％

多角的な 視野 を養 うこ と 0，76 0．65

国 際平 和 の 維持 へ の 視 野 を養 うこと 0．73 0．67

異 文 化 理 解 の 促 進 0．66 0，51

国際交流 に おい て 国家 レ ベ ル を超 えた 草 の 根 レ ベ ル に お け る海

外 の 人 々 との 交 流 が 盛 ん に な る 0．56 0．42
因 子 2 ア ジア 言語 の 教育 9．23％
近 年の アジア 圏 文 化 の 日 本 へ の 流 入 の 増加 はア ジ ア 言語学習

の 意 欲 に 結 び つ く 0．79 0．68

日 常 生 活 で は、英 語が 氾 濫 して い るが 敢え てあまり目 の 向か な い

外 国 語に 触れ させ る機 会 を学 校 教 育 で 与 えるの が よ い 0．65 0．46

今 後 、より密 接 な 関 わ りが 生 じて くる と思 われ るア ジア 圏 に 目 を向

けさせ るた め に ア ジア の 言 語 を 外 国 語 教 育 に とり入 れ るこ とは 有

効 で ある 0．47 0．48
因 子 3 学 習 言 語 の 選 択 8．60％

学 校 で様 々な 外 国 語 に つ い て の 実 用 性 、 文 化 背景 など の 説明を

して 生 徒 たち に 学 習 した い 外 国 語 を選 択 す る 機 会 を 与 え る の が よ

い

0．77 0．66
英語 に こ だわるこ となく、学 習 する本 人 が 習 い たい と思 う外 国 語 を

学 ぶ の が 望 ましい 0．65 0．44
因 子 4 実 利 的 言 語 能 力 7．20％

若 い 世 代 の 人 たち が興 味 の ある 大 衆 文 化 と外 国 語 教 育 を 関 連

付 けるこ とが 大 切 で ある 0，59 0．50

政 治 ・経 済 と結びっ く実 利 的 な 内 容 の 外 国 語教育 が これ か らは

必 要 で あ る O，51 0．3で

高 い 外 国 語 能 力 を持つ 人 材が 増 えると経済交流 に おける交渉 が

円 滑 に 行 われ 経 済 発 展 に つ なが る 0．43 0．33
因 子 5 英語 の 読 み 書 き 能 力 6．44％

海外か らの 情報を得 るための 読む能力 （リーディング）が これか ら 0．80 0．71
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ますます重 要 となっ て くる

ビジネ ス の 場 で 、外 国 語 で 文 書を作成 した り、イ ン タ
ーネッ トを利

用 した E一メール の や りとりが上 手 くでき る人 材 が必 要 とな っ てくる 0．80 0，40

対 外貿 易面 で 、相手国（地域）の 言語 （外国語）を掌ぶこ とに 時

間 と労力を費やすよ りも、国際共 通語で ある 「英語 」の 能 力 を伸

ぱすこ との 方 が 合理 的 である 0．38 0．27

因 子 6 地域社会と国際化 6．10％

地 域 の 特 性 を生 か し、国 際 交 流事業 を推進 して住 民 の 国 際意識

を喚起するこ とが 重 要 となっ て くる 0．79 0，71

外 国 人 旅 行 者 の 増 加 に 伴 う国 内 にお ける観 光 地 の 国 際 化 をもっ

と促 進 すべ きで ある 0．46 0．39

累積寄与率 50．50％

表 が 示 す とお り、「因子 1　グ ロ ーバ ル な視 野 」 「因子 2 　ア ジ ア 言 語 の 教育」 「因子 3

学習言 語 の 選 択」 「因子 4　実利的言 語能 力」 「因子 5　英語 の読 み 書 き能丿刀 「因子 6

地 域社会 と国 際化 」 の 6 つ の 因 子 が 抽出 され た 。 因子 1 の 「グ ロ
ーバ ル な視 野 」 は 、

現 在 は い か な る分 野 に携 わ る人 々 に も求 め られ る視 野 で あ るが 、 こ と経 済 分野 で は 、

近 年に お け る 市場 経 済の 地 球 的規模 の 展 開 、多国籍企 業化 の 傾 向 や海 外 勤務 の 機 会 の

増 大 な ど を背 景 に 、今 後 一層 求 め られ る で あろ う。そ の よ うな地 球 的規 模 の 視 野 が 要

求 され る
一

方 で 、 よ り地域 に根 ざ した 国 際意識 の 喚 起 と経 済 と を結 び つ けた 因 子 と し

て 「因 子 6 　地 域社会 と国際化 j が在 る 。 こ の 因子 6 は 、 きわめ て ロ
ー

カ ル な視野 に 立

っ た 意識で あ る と解釈 され る 。

　次 に 、「言 語 」 と 「教育］ に 関す る因 子 に 着 目 した い 。「因子 2　 ア ジ ア 言 語 の 教育」

で は 、「ア ジ ア 」 とい うキ
ー ・ワ

ー ドが見 られ る 。
こ の 因 子 の 質 問項 目に 見 られ る 「ア

ジ ア 圏 文化 の 日本 へ の 流 入 」 は 、 近 年 の 大衆 文 化 （流行 ） の グ U 一バ ル 化 に よる現 象

と関 わ る 。 日本側 か ら海 外 へ の ポ ピ ュ ラ
ー

音楽、映 画 、テ レ ビ 番 組 、 マ ン ガ な ど の 日

本 文化 の 普及 は よ く知 られて い る が 、
1997 年 頃 か らは 特 に ア ジ ア 地 域 で こ の 傾 向 が 強

ま っ て い る 。 そ の
一方 で 、イ ン タ

ー
ネ ッ トや 衛星 放 送 な ど情報 化の

一
層 の 進展 に よ り 、

例 えば音 楽 に 関 し て は 、こ れ まで ア メ リカ を 中心 と した英語 圏 の ポ ピ ュ ラ
ー音楽 が 主

流で あ っ た が 、 こ こ 近 年 は ア ジア の 音楽が 日 本 の 若者 を 中心 と し て 以 前に も増 し て 受

け入 れ られ て き て い る 。 映 画の 分野 に お い て も 同様 の 傾 向が 見 られ 、 こ の よ うな 大衆

文 化 の 普 及 は、人 々 の 意 識 に 大 きな影 響 を及 ぼ す こ とが 考 え られ る 。あ る大 衆 文化 へ

の 強 い 興 味 ・関 心 が 、あ る対象 言語 へ の 関 心や 意 欲 的 な態 度 を引 き起 こ し 、そ の こ と

が 言語学習 の 大 き な動機づ け とな り得 る こ と も考 え られ る。 こ れ ま で 、 日本 人 の 多 く
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は 、 近 隣で あ る ア ジ ア 諸国 の 文化 に 国 内 で 接 す る 機 会 が 比 較 的少 な か っ た と言 え る 。

こ の よ うなア ジ ア 圏文 化 の 流 入 とい う社 会 状 況 の 変 化 を うま く適合 させ 、 学校教育に

お い て ア ジ ア 言 語 に触 れ る、あ る い は 学習 す る機 会 を与 え る とい う意 識 が こ の 因 子 か

ら 見 い 出せ る 。

　 そ し て 、「因 子 3　 学 習 言語 の 選択 」 は 学習者が 自 ら の 考 え と意 志 で 言語 を選 択 し 、

学ぶ と い う 「態度 ・行動 」 を現 わす 因 子 で あ る。 こ の 因 子 は 、現 在、多 く の 学校 で 外

国 語教 育 の 言 語種 と し て 英 語 の み が 学 習 す る機 会 と し て 与 え られ て い るが
、 そ うで は

な く、様 々 に用 意 され た 外 国 語 種 の 中か ら、学習者 本 人 が 何 らか の 予備 知 識 を得 た 上

で 、学び た い 言語 を選 択 で きる こ とを説明 し て い る と解釈 され る。

　 次 に 、「因子 4 　 実利 的言 語 能力 」 は 、 個 人 レ ベ ル に お け る海 外 か ら の 大 衆文 化 と の

関 わ りに 役 立 つ た め の 、 また 、 日本 の 経 済 発 展 に必 要 と され る 実利 的 な 高い 言語 能力

に対 す る 要 求を 表 わ す 因 子 で あ る と考 え られ る 。 外 国 語教 育の 内容 と し て こ れ ま で の

よ うに 文 法 や訳 読 に 比 重 を置 い た 教授 法 で は な く、個 人 あ る い は よ り マ ク ロ な場 面 で

実利 的 な 目的 に 直結す る リ ス ニ ン グ ・ス ピ ー
キ ン グ能 力 の 向上 を 目指 し た教授 内容 へ

の 要 望 が含 まれ て い る も の と推 察 す る こ とがで き る。

　 そ し て 、「因 子 5　 英 語 の 読 み 書 き能 力 」 に つ い て 見 る と 、 質問項 目 と して 、
「対 外

貿易 面 で 、 相手 国 （地 域）の 言 語 （外 国語 ）を学 ぶ こ とに 時 間 と労 力 を費や す よ りも 、

国 際 共通 語 で あ る 英語 能力 を伸 ば す こ との 方が 合理 的で あ る J が あ る 。
つ ま り、 貿易

先の 言語 を 学び 、 使用 す る こ とよ り も む しろ 経済的 な場 面 で 主 と して 国際 共通 語 とな

っ て い る 英語 を使 用 す るこ との 方 がや は り合理 的 で あ り
（3 ）

、英 語 能 力 の 4 技能 の うち

で も と りわ け リーデ ィ ン グ能力 と ラ イ テ ィ ン グ能 力 が 求 め られ る もの で あ る と解 釈 で

き る 。

　 以 上 の よ うに 、 「日本 の 国 際 化 と外 国 語 教育 の 在 り方 」 に 対 す る 意識 に つ い て は 、

様 々 な 因 子 が 抽 出 され た が 、 こ こ で 因 子 2 と 因子 5 に 着 目 し た い
。 言 語 と し て そ れ ぞ

れ 因 子 2 に は 「ア ジ ア 言語 」、 因子 5 に は 「英語 」が キ
ー ・ワ

ー ドと し て 含 まれ て い る。

今回 の 調査 で は 、各 言語 に つ い て こ れ か ら 目本 人が 学習す るの に 「重要で あると思 う」 か

ど うか に つ い て問 う項 目をも設けて い る。これ らの 質問項 日も、上記 の場合と同様 、
5 段 階評 定

で 回 答す る か た ち の もの で あ る 。 ア ジア言語に っ い て は 、 代表的な 「中国語」 と 「朝鮮 ・韓

国語」
｛4 ）

を取 り hげ、それ に 「英語」 を加 えた これ ら 3 つ の 言語 に 関する 回答の 度数分布を以

下 に示す。（図 ／）
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図 ユ． 「日本 人 が 学習す る の に 重要 で ある と思 うか 」 に対す る回答

E 記 の ヒ ス トグ ラ ム か ら 、 今後 、 日本人 が 学 習す る に あ た っ て 「英語 」 が 重要 な言 語

で あ る と思 わ れ て い る割 合 が 、そ の 他 の 言 語 と 比較 し て 明 らか に 高 い こ とが わ か る 。

近年 の ア ジ ア志 向 を考 え合 わせ て も、「英 語 」 と 「中国 語 」 の 平 均値 に は 明確 な差が あ

る こ と が わ か る （5％ 水 準で 有 意 差 が 認 め られ た ）。中 国は 近 隣 国で あ る こ と か ら、人 的

交 流 の ます ます の 活発 化 が 予 想 され る こ とと共 に 、 貿易面 に お い て も 日本 の 輸 出入 の

相 手 国 と し て 、第
一

位 の ア メ リカ 合 衆国 の 次 に 位 置 す る の は 中国 で あ る こ と か ら （財

務省 「貿易 統計 」 2001 年 の 資 料 よ り）、中国 語 の 重 要性 が 強 く認 識 され て い る こ と は

十 分に 考 え られ る が 、
ヒ ス トグ ラ ム が 示 す よ うに そ の 分布 に お い て は か な り異 な っ た
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形 に な っ て お り、前 述 の 「因 子 5 　 英語 の 読 み 書 き能 力 j の
一

つ で あ る 「英語 の 合理

性 」 と符合す る 結果 で あ る と も言 え る で あ ろ う。

　 しか し、「内 な る 国際 化」 に 関 わ る 地域 社 会 を基盤 と した在 住外 国人 に関 す る意 識 は 、

上 記 の 因子 の 中に もは っ き り と したか た ち と して は 現れ なか っ た 。 例 えば 、

一
部 の 地

域 を 中心 と した 10 余年前 か ら の 日系 ブ ラ ジル 人 の 数の 急激 な増加 に よ り
（5 ）、 日本 人

住 民 と の 異 文化摩 擦 か ら様 々 な 問題 が 生 じ て い る こ とは よ く知 られ て い る 。多 くの 日

系 ブ ラ ジ ル 人 に と っ て の 母 語 で あ るポ ル トガ ル 語 の 重 要性 に つ い て は 、 ヒ ス トグ ラ ム

（図 1 ） が示 す よ うに 、 さほ ど関心 が 向 け ら れ て い な い こ とが 他 の 言 語 と比 較 す る と

明 らか で あ ろ う。

　次に 、
「外 国語 教育 の 在 り方」 を 考え る 上 で 、 その 上 位 概念 と も言 え る 「今後の 日本

に と っ て 特 に ど の よ うな人材 の 育成 が 必要 だ と思 うか 」 とい う質 問 に対 す る記述 形 式

の 回 答 の 内容分析 を 以 下に示 す （表 3 ）

　　 表 3 ． こ れ か らの 日本 に と っ て 特 に どの よ うな人材 の 育成 が 必要 だ と思 うか

＊ 注 ： 上 位 7 位ま で を 示 す （複数回答 あ り）
1 位

2 位
3 位

4 位

5 位

6位
7 位

↓

グ ロ ーバ ル な 視 野

語 学 力

異文 化 対応

明確 な意 志 ・主 張 ・行 動

専 門 性 （ス ペ シ ャ リ ス ト）

自文 化認識
一

般 教養

総数

61 　 （23．6％）

43 　 （16．7％ ）
38 　 （14．7％ ）

34 　 （13．2％ ）

27 　 （10．5％）
25 　 　（9，7％）

　 8　　 （3．1％）

258 　　（100 ％）

上記 の 表 か ら わ か る よ うに 、 こ れ か ら の 日本 に と っ て 特 に 必 要 と され る人 材 と し て は

「グ ロ ーバ ル な視野 」 を持 つ 人 が 1 位 で あ っ た 。
こ の 結 果 は 、前述 の 因子 分析 後 の 「因

子 1　 グ ロ
ーバ ル な視野 」 と符合 して 現れ て い る と言 え る 。

2 位 の 「語 学 力」 は本 来 、

外 国 語教育 に 関す る ア ン ケ
ー

ト調 査 で あ る た め 、多分 に 「語学 力 」 が 上 位 に来 て い る

可 能性 も考 慮 し て お く必 要 が あ る か も しれ な い
。 しか し 、 高い 語学能力 を駆 使 し て グ

ロ ーバ ル 社 会 で 活 躍す る こ とが で きる 人 材 が 求 め られ て い る こ とは確 か で あ ろ う。 3

位 の 「異 文化 対 応 」 とい う異 文化 に 柔 軟 に対 応 す る こ とが で き る人 材 が 求め られ る こ

と は 十分に 予 測で きる こ と で ある が 、 興味 深 い の は 4 位 の 「明確 な意志 ・主張 ・行 動」

で あ る 。 こ れ まで 、 大 多数 の 日本人 が 様 々 な分 野 で 世 界の 舞 台 に 立 っ た 時 、 あ る い は
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海外 の ビジネ ス の 場 面な どで 、個 人 自 らが 思 考 し 、 意見 を持 ち 、主 張 した 上 で 、 行 動

に 結 び つ け る と い う積極的 な態度の 点に お い て い さ さか 弱 い と しば しば言 われ て きた 。

こ の こ とは 、
こ れ ま で の 伝 統 的な 日本人 の 気 質か ら も、 こ れ か ら の 国際的 な場 で は マ

イ ナ ス 面 で あ る と捉 え られ て い る 。
「明確 な意志 ・主張 ・行 動」 へ 結 び つ く能力 の 養 成

は ます ま す 必 要 と され て くる こ と は 明 ら か で あ り、 もち ろん こ の こ とは 、 現 在 同様 に

目指 され て い る 国語 能 力の 向 上 と も大 き く関 わ っ て く る問題 で あ る 。 例 え ば 、英語 あ

る い は 外 国 語 の 授 業 で は 、プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン 能 力 を伸 ばす 内 容 を
一

層 と り入 れ る こ

と も
一法 で あ ろ う。上 記か ら 、 主 と して ス キ ル 習得 に 関 わ る 2 位 の 「語学 力」 の 他 に

は 、 1 位 「グ ロ ーバ ル な視野」、 3 位 「異文 化 対応 」、 4 位 「明確 な意志 ・主張 ・行 動」

に 挙げ られ る よ うな 「視野 」・「姿勢 」
・「態 度」

・「行動 」 が 教 育に お け る キ
ー・ワ ー ドと

して 要 求 され て い る こ とが わ か る 。 そ し て 、
「グ ロ ーバ ル な 視野 」 「異 文化 対応 」 に 6

位 「自文化 認 識 」 を加 え る と 、
こ れ らを 教育 上 の 目標 に す る 揚 合 に は 多様 な言 語 に 触

れ るこ とが 大 い に 必 要 とな っ て くる と考え られ 、 ま た有効 で あ る と期待 され る 。

　以 上 の 分析 結果 か ら 、 経 済 関連団 体は 「日本 の 国 際化 と外 国 語 教 育 の 在 り方 」 に 関

し て は 、「グ ロ
ーバ ル な視野 を持 ち、高 い 語 学 力 を 駆使 し なが ら経 済 交流 をす るこ と が

で き る 入材 の 育成 が必 要 で あ る と考 え て い る 」 とま とめ られ る こ と が で き よ う。そ し

て 、「高 い 語 学 力」 に つ い て は 、 高い 「英語 1 能 力 が ます ま す 求 め られ て い る と い うこ

とが こ こ で 再確認 され た 。

　他方 、 着 目す べ き点 も明 らか にな っ た 。 因 子 分析 の 結果 か ら 、 社会 的 に 明確 な 声 と

して は さほ ど出現 はせ ず と も 、
「英語 以 外 の 言 語 」す な わ ち こ こ で は 主 に 「ア ジ ア 言 語」

を め ぐ っ て 、実は 様 々 な意識 が存 在 し て い る の で は ない か とい うこ と で あ る 。

4 ．お わ りに 〜教育政 策 と外 国語 教育

　 「『英語 が 使 え る 日本 人 』の 育成 の た め の 戦略 構想 」 の 中の 「趣 旨」 の 冒頭 に 「経 済 ・

社会 等 の グ ロ
ーバ ル 化 が 進展 す る 中、子 ど もた ち が 21 世 紀 を生 き抜 くた め に は 、国際

的 共 通語 とな っ て い る 「英語 」 の コ ミ ュ ニ ケー シ ョ ン 能力 を 身に 付 け る こ とが必 要 で

あ り、こ の こ と は 、子 ども達 の 将 来 の た め に も、我 が 国 の
一層 の 発 展 の た め に も非 常

に 重 要 な課 題 とな っ て い る。そ の
一

方 、現 状 で は 、 日本 人 の 多 くが 、英 語 力 が十 分で

な い た め に 、 外 国人 との 交流 に おい て 制 限 を受け た り、適切 な評 価 が 得 られ な い とい

っ た 事態 も生 じ て い る 。 」 とあ る が
、 そ の 声が 最 も明確 に 現 れ や す い 分野 の

一
つ と し て

経 済 関 連が あ る だ ろ う 。 何 故 な ら ば経 済分 野 は、多 くの 人 々 が 短 期間 で 目 に 見 え る結
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果 、 つ ま り明 確 に 数 字 と して 現 れ る利益 が 求 め られ る 世界 だ か ら で あ る 。
つ ま り 、 緊

急性 を要 す る とこ ろ にそ の 特徴 が あ る。他 方 、「教 育」 とな る と、教 育 的効 果 とい う点

に お い て は 、そ の 現 われ 方 に 個人 差 も あ り、ま た 時間的に も不 明確 な 部分が 多分 に あ

る 。 した が っ て 、取 り敢 え ず は 短期 的 な 目標 設 定 が 要 求 され た 場 合 、国 益 の 大 きな指

標 で もあ る経済の 動向や そ の 将 来 と教育政策 と の 関連付 け が な さ れ る こ と は 至 極 当然

の こ とで あ る。そ こ か ら、外 国 語教 育に 対 す る 強 い 要 望 と して 、 通 商貿易 な どの 様 々

な 場 面 で 不 可欠 な よ り高 い 英 語 能 力 を備 えた 人材 を育成 す る た め の 英 語 教 育 の 重 点化

へ の 必 要性 が 出 され る の で あ る 。

　 しか し、さ ら に 求 め られ る の は よ り長 期 的 な視 点 か ら捉 え た 教育 政 策 の 考案 で あ る。

教 育 は 百 年 の 大 計 と言 わ れ る 。
こ の 大 計を 実行 す る の で あ れ ば 、 中途段 階で あ る 10 年 、

20 年先 、さ らに は 50 年先 の 各 計 画 が存在 せ ね ば な らず 、か っ 全 て が有機 的 に連 関 し

た も の で な けれ ば な ら な い こ と に な る。 こ の 短期 的、中期 的 、長期 的 な 視点か ら の グ

ラ ン ド ・デ ザイ ン を打 ち出す 必 要 があ る 。

　　「『英 語 が 使 え る 日本 人 』の 育成の た め の 戦 略構 想 」 が 、そ れ以 前 に 6 月 25 日に 閣

議決 定 され た 「経済財 政 運 営 と構 造 改革 に 関す る 基本 方針 2002 」 と大 き く関係 し て い

る こ と は 前述 の と お りで あ る 。 そ し て 、 こ の 構 想 は 文部 科 学省 独 自の 発 案 で あ る も の

で は な く、平成 12 年 12 月 7H の 自由 民主 党 文教部 会 に お ける 「外 国語 教 育 に 関す る

分科会」 の 提 言 を も と に 具体 化 され た もの で あ る とも言 う （菅，
2002 ：37）。

一
部 の 大手

企 業 で は 、社 内 の 共 通 語 が 英語 で あ る こ とが 話題 と し て 取 り ．ヒげ られ る こ と も多 くな

っ て きた 。 こ の よ うな時代 の 変 化 に 即 応 す る に は 、短期 的 な 目標 が必 要 とな っ て くる

わ け で 、そ の 意 味 で は 、上記 の 戦略構 想 は 政財 界 の 要 求 に 適 っ た も の で あ る と言 え る

か も しれ な い
。 しか し、こ と中期 的 ・長 期 的視 点 か ら外 国 語教 育改 革 の グ ラ ン ド ・デ

ザ イ ン を描 くた め に は 、こ れ で 十 分 で あ る と は 言 い 難 い
。 ま た 、学校 と は 基 本的 に 全

て の 人 に と っ て 将 来 、生 きて い くた め に 不 可 欠 な 知識 ・体 験 を得 、 知恵 を学 び 取 り 、

多 角 的 な も の の 見方 が で き る よ う育成 す る教育機 関で あ り 、 と りわ け義 務教育の 段 階

で は 様 々 な分 野 に 関 す る 平等 な学習 の 機 会 が 与 え られ る べ きで あ る 。

　 こ こ で 「経済財 政 運営 と構 造 改 革 に 関 す る 基 本方 針 2002 （p20 ，
21 ）」 の 「6 つ の 戦

略 」 の 一
つ で あ る 「グ ロ ーバ ル 戦略 」 の 中の 文言 に再 び 着 目 す る 。 グ ロ ーバ ル 化 の 中

で の 積 極 的貢 献 と し て 「文部 科 学省 は 、留 学生 交流 、外 国 人 留学 生 に対 す る支援 を 推

進 す る 。

…　 　 」 「外 務省 は 、 青年 海 外 協 力 隊や シ ニ ア 海 外 ボ ラ ン テ ィ ア の 推 進 な ど 、

国 境 を越 えた 活躍 の 揚 を拡 大 す る とと もに 、 途 上国で の 国際協 力 体験 を 大学 お よび 大
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学 院 の 単位 と して 認 定 す る 等 の 形 で 、国 際 協力 に 対す る人材 育成 を 図 る 」 と諞 っ て い

る。そ の 場合 、第
一

に 求 め られ る の は 「異 文化 に 寛容 な態度 」 で あ ろ う。 前述 し た 経

済関 連団 体 の 意識 調 査 の 分 析結果 か ら も 、「英語 」 の 重 要 性 に 対 す る認 識 の
一

方 で 、

「英語 以 外 の 言 語 」 へ の 意識 が 存在 す る こ と が 明 ら か に な っ た が 、こ の こ とは 、外 国

語 教育 の 在 り方 に つ い て 日本 が 目指 す 方 向性 と して は 望 ま し い も の で あ る と言 え る 。

しか し、や は り 「外 国語 ≒ 英語 」 とい う意識 構 造 の 中で 、 日本 国 中が 英 語 教育 改革 に

関 心 が 過 度に 集 中 し、現 在は ど うし て も 「英語 以 外 の 言 語 」 に 触 れ た り関 心 を向 ける

機 会に 乏 し い 教育状況 とな っ て い る の で は な い か と思 われ る 。学 習 者 に と っ て 、 ほ ぼ

英 語学 習 の み に 関心 が 向け られ が ち な環 境 と、言 語 の 平等 性 の 視 点 に立 っ た 多様 な言

語 を も含 め た 学習環境の 中に い る の と で は 、お の ず と 、
「英語 」 に対 す る意 識や 見方 に

も少 な か ら ず変化 が 生 じて くる の で は な い か と思 われ る 。 した が っ て 、英語の み な ら

ず 英 語以 外 の 言 語 を も含 め た よ り大 き な枠 組 み か ら の 「外 国 語教 育の 在 り方」 の 検討

が 必要 とな っ て くる 。 多様 な言 語 が 世 界 中 に 存在す る こ と を知 る こ と を通 して 、 英語 、

そ して 学 習者 の 母 語 で あ る 日本 語 を客 観 視 す る こ とが 思 考 の 幅 を広 げ る こ とに も つ な

が るで あ ろ う。 それ を 可能 に な ら しめ る グ ラ ン ド ・デ ザ イ ン を 打ち 出 し 、手段 と して

の 計画 が 立 案 され 、 そ の 計画 が さ らに 細 部に わた る 手段 に 分 け られ施 行 され る こ と に

よ っ て 「英 語 の 捉 え直 し 」 が な されれ ば 、ひ い て は 総 合 的 な意 味で の 英 語 能力 の 向上

が 期待 され るの で は ない か と考 え る。

　 1988 年 に 臨教 審か ら出 され た 『教 育 改革 に 関 す る 答 申』の 中で は 、外国 語教 育 の 見

直 し と し て 、英 語 だ けで は ない よ り多様 な外 国語 教 育の 必 要性 に つ い て の 表 現 が 見 ら

れ る 。 そ の 後 、当時 の 文部 省は 1991 年 よ り英 語以 外 の 多様 な外 国 語教 育 の 調査 研 究 を

行 うた め の 外 国 語 教育 多様 化 研 究協 力校 の 指 定 を ス ター トさせ て い る 。 そ の よ うな経

緯か ら 、従来 、 大学 を 中心 と して行 わ れ て き た 英語 以 外 の 外 国 語 教 育 が 、こ こ 数 年 は 、

全 国 的 に 高等 学 校 を中心 と し て 実施 校 数 が 増加 傾 向に あ る （中 学校数 も若 干 増加 し て

き て い る）。 こ の よ うに す で に 多様 な外 国 語 に 関 す る動 き が 認 め られ る の だが 、社 会 的

関心 は 未 だ あ ま り寄せ られ て は い な い よ うで あ る。 こ の 先 、国 民 的規模 の 言語 あ る い

は 外 国 語 に 対 す る 意識 の 変革 がま す ま す 求 め られ る よ うに な っ て く る も の と思 われ る 。

　 今 後 、英 語教 育 の 改革 を進 め る に あた っ て は、英 語以 外 の 言 語 を も含 め た 外 国 語教

育 と い うよ り大 き な構 想 の 下 、英 語教 育 を ど の よ うに 捉 え 、ま た 「英 語 」 と い う言 語

に ど の よ うに 携わ っ て い け ば よ い か を 再考す る こ とが 必 要 で あ る 。 あ くま で も 「英語 」

は こ の 「外 国語 」 の うち の
一

つ と して 位 置 づ け られ る もの で あ る とい う こ とを改 め て
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認 識 す る 視点 に 立 っ て 英語 教 育 を行 っ て い く と い う姿勢が求 め られ る 。地球 規模で 、

主 に 経済活動 を 中心 と した 収斂 化 ・均 質 化 が 進 む
一

方 で 、 大 きな 関心 と して 浮上 して

くるの は身 近 な地 域社会の レ ベ ル で の ア イ デ ン テ ィ テ ィ で あ る 。 学校の 教育現場 で は 、

ま ず は 学習者 の 身 近 な場 面か ら母 語以 外 の 言 語 に 触れ 、
「言 語 」 に 興 味 ・関 心 を持 つ こ

とが重 要 で あ ろ う。 もちろ ん 今 後 と も 、 充 実 し た 英語 プ ロ グ ラ ム の 提 供をは じ め とす

る英 語教育に 関す る研究 の 進展 は 重要 で あ り急務 で あ るこ とは 言 うま で もない 。現在 、

日本 の 外 国語 教育改革に 求 め られ る の は 、経 済 の 活性 化あ る い は社 会変 化 へ の 即 時的

な対応 と し て の 改革 で は な く、教育主 導 の 改革 で あ り、そ れ に よ っ て 英 語 能力 の 飛 躍

的 な 向 上 が な され れ ば望 ま し い と思 われ る。

＊　尚、本 稿 は 2002 年 12E7 日の JACET 中部支 部 談話 会 に お い て 発 表 し た 「外 国

語 教育 に 関す る意 識 に つ い て の
一

考 察
一

く 英 語 〉 と く 英語 以外 の 言 語 〉 の 視 点 か ら
一

」 の

内容 の
一

部 を基 に し 、 加 筆 修正 し た も の で あ る 。

　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 注

1．　　 保 守 主 義 は 、 経済 ・福祉面で は 「新 自由主 義 」 と も称 され る 。

一
般に 、経 済成

　 長 を 達成す る た め に は 、 自由経済 と個 人 の 自助 努力 との 構 造 的組 み合 わせ に よ り規

　 制緩 和 を推 進 し、市場 原理 に委 ね よ うとする 考 え方 を指す 。

2 ．　　 因 子 分 析 の 結果 、全質 問項 目中、因 子 負荷量 が O．35 以 上 の 項 目 を各因子 と関

　 係 性 が 深 い と判 断 して 取 り上 げた。

3．　　 経 済界 にお い て 、 ア ジア の 共 通 語 は マ レ ー語 で も中 国語 で も 日本 語 で もな く英

　 語で あ り、英 語 能力 が 不 十分 で は ア ジ ア と の 意 思疎 通 に も支障 を来 たす と い う意見

　 が 見 られ る （財 団法 人 　東北産 業活 性 化セ ン ター編 ）

4．　　 近年 、高 等 学校 を 中心 と し て 「英 語 以 外 の 言 語 」 を教 えて い る学校 数 が 徐 々 に

　 で は あ る が増 加傾 向に あ る。言 語の 開設 状 況 を 見 る と、中国語 が最 も多 く、ア ジ ア

　 言 語 と して 次位は 朝鮮 ・韓 国語 とな っ て い る 。

5．　　 外 国人 登 録 者数 は 、 過 去 33 年 間 連 続 し て 増加 し て お り 、 平成 13 年 10月 1 日

　 現 在 で 日本 の 総 人 口 に 占め る割合 は 1，4％で ある 。中 で もブ ラ ジ ル 人 は 昭和 61 年 か

　 ら増 加傾 向 にあ り、平成 10 年 末に い っ た ん 減 少 し たが 、そ の 後 、再び 増 加 に転 じ

　 て い る 。 日本 で は愛 知 県、静 岡 県な ど に 多 い
。
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